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研究成果の概要（和文）：幼稚園や保育園の遊戯室、学校体育館、スポーツホール等の10ｍから60ｍほどまでの
中小規模空間構造における非構造要素パネルすなわちガラスや木毛セメント、ALCのパネル、在来金属系下地天
井のパネル等を対象とする。そして、本構造が極大地震を受けた時にそのパネルの崩落から生命を守る人的安全
性について保障することを研究の主な目的とする。本構造の地震時安全限界の尺度として屋根やパネルの崩落す
なわち屋根やパネル吊材の鉛直荷重支持能力に着目する。
パネルの崩落現象を経験工学的な視点からも解明し、高所の落下物から人命を保護するために独創的な落下防止
統合型制振システムを先駆的に発展させたものである。

研究成果の概要（英文）： Spatial structures such as a gymnasium and an exhibition hall often use 
ceilings because of enhancing sound effects and reducing heating bills. Although the ceiling members
 fell down on a large scale due to the seismic motion according to the past great earthquake 
disaster reports.  In particular, it is significant to investigate the dynamic behavior and the 
applied seismic loads for the complicated vibration of the long span arch structures.
This study deals with the dynamic Elasto-plastic analysis considering a member buckling and 
damage-control structures such as partial cylindrical aluminum alloy truss wall structures induced 
by the plastic elongation of the steel bolt within the joint connection.The effect of the member 
buckling and the yield elongation of the steel bolt on the seismic response of the out of the plane 
is shown in comparison with the response of the plane of the wall structure subjected to the plane 
direction horizontal earthquake motions.

研究分野： 建築構造

キーワード： トラスアーチ架構　天井・壁パネル　上下・水平地震動　等価静的地震力　応答予測　二層立体トラス
壁　ヒューズ型接合部　動的崩壊機構

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
1995 年 1 月兵庫県南部地震、2004 年 10

月新潟県中越地震、2007 年３月石川県能登
半島地震、2007 年７月新潟県中越沖地震、
2011 年３月東北地方太平洋沖地震が発生し
た。本研究代表者は、兵庫県南部地震、新潟
県中越地震、能登半島地震及び新潟県中越沖
地震の建物地震被害調査チームの一員とし
て情報収集及び現地調査を行った。特に、学
校体育館、公共施設等の中規模空間構造を対
象に調査資料による被害概要、特徴、原因、
被害箇所と内容の図面化、被害リスト等を調
査報告書に記載してきた。 
 本研究代表者は、日本建築学会北陸支部に
所属しているため 2007 年新潟県中越沖地震
の学校体育館等の被害調査を調査チームの
一員として精力的に調査するとともにその
解析的分析も行った。 
本地震における学校体育館を含めた文教

施設の地震被害については、調査研究報告書
において詳細な被害状況、被害形態の特徴、
被害の原因等が報告されている。これによれ
ば、被害の概要については、鉄骨部分と RC
部分との接合部の被害は剛性、耐力の急変し
ているところで発生している。そして非構造
部材の被害は建物本体に追随できない取り
付けとなっていることに起因している。また、
応急避難場所としての使用状況等について
は、250 校（調査対象学校）のうち、58 校
（23.2％）が施設の全部又は一部を避難所と
して使用できなかった。そして 50 校（20.0％）
が避難所として使用しなかったが、大きな被
害はなく使用できる状態にあったと報告さ
れている。避難所として使用できなかった理
由は、21 校（8.4％）が建物自体の構造被害
のため、31 校（12.4％）が非構造部材等の被
害のため、そして６校（2.4％）がその他の理
由で校地に亀裂が生じたため、工事中であっ
たため、学校までの通路が崩壊したため等に
よるものと報告されている。避難所として使
用できなかった体育館は、その 2/3 が非構造
部材の被害が原因であった。調査対象学校の
耐震化状況は、116 校（46.4％）が昭和 56
年以前に建設された体育館で、そのうち 27
校が耐震診断を実施、そして９校が耐震補強
を実施していた。したがって、学校体育館等
を避難所として活用するためには、天井等の
水平要素落下防止対策が極めて多数建設さ
れている学校体育館や幼稚園・保育所の遊戯
室等の中小規模空間構造で求められている
と言える。 
 新潟県のような多雪地域で地震が起きた
場合、積雪荷重は付加質量となり特に学校体
育館等の中小規模空間構造に作用する地震
力は増大することが予見できる。また、避難
所として役割を期待されている中小規模空
間構造を対象として、壁型や屋根型のむくり
のある構造特有の面外方向振動や積雪荷重
の付加質量の影響を考慮したガラスや木毛
セメント、ALC のパネル、在来金属系下地天

井のパネル等の応答性状を解明する必要が
ある。しかしながら、この種の研究の蓄積は
いまだ十分ではなく耐震設計や耐震診断、耐
震補強等に寄与できていない。特に、多雪地
域においては断熱用に多様なパネル吊材が
用いられている。このことは工費及び合理的
な設計について問題を含んでいると言える。
したがって、パネル吊材等に作用する合理的
な設計用震度を明確にするとともに、構造及
びパネル吊材等を一体とした構造設計法の
確立及び検証法の構築がまずは緊急の課題
であると考えられる。 
 
２．研究の目的 
本研究では、ヒューズ型接合部の破壊形式

制御要素や座屈拘束部材の履歴エネルギー
吸収要素を連動させた損傷低減機構を活用
することを目的とする。そして、ガラスや木
毛セメント、ALC のパネル、在来金属系下地
天井のパネル等を有する幼稚園や保育園の
遊戯室、学校体育館、スポーツホール等の 10
ｍから 60ｍほどまでの中小規模空間構造の
一体型性制振システムの構築及び実現化を
目的とする。すなわち、非構造要素と構造要
素を統合した構造全体を研究の対象とし、損
傷制御要素の駆使により非構造要素のパネ
ルの落下防止を実現するために必要となる
ヒューズ型接合による崩壊形式の制御法や
ダンパー等によるエネルギーの授受、等価静
的地震力に基づくベースシア耐力係数等の
性能設計法を提案するとともに、本統合型制
振システムを構築する。ヒューズ型接合や座
屈拘束部材を用いた璧及び屋根型曲面状立
体トラス構造の応答低減によるガラスや在
来天井・壁等の非構造材の無損傷化を目指し
た構造・非構造要素の一体型の性能設計と耐
震・安心社会の実現を目指す。 

 
３．研究の方法 
多雪地域に建つ幼稚園・保育園の遊戯室や

学校体育館等の山形やアーチトラス架構及
びその屋根部に取り付く吊り天井パネル等
の水平要素を対象とする。また、バスターミ
ナル等の屋根・壁型立体トラス構造に取りつ
くガラスパネルの面外方向の応答制御に着
目して研究を進める。 
達成目標に対応した研究計画・方法を次の

ように設定している。 
 

(1)目標：大スパン建築の水平構造要素と鋼
製天井の連成振動性状と作用地震力の解明 
研究方法：常時微動測定に基づいた構造要素
と鋼製天井要素の立体解析モデルの構築、及
び時刻歴応答解析による連成振動性状と作
用地震力の分析・検討 
既存学校体育館の構造躯体（ギャラリー位
置）と天井（天井パネル位置）で測定した常
時微動記録や実地調査結果を平成 26 年４月
に施行された天井の基準等（建築基準法施行
令の一部改正案）と照合させながら現在検討



  

しているところであるが、平成 27 年度まで
に接合部や取り付け部の詳細を図面化する
作業や調査結果の分析・検討を行う。平成 27
年度から(1)目標を達成するために、まず常
時微動測定の固有周期にほぼ一致する構造
要素と鋼製天井要素の立体解析モデルを構
造図や耐震診断結果等を用いて構築する。次
に、その時刻歴応答解析から構造要素と鋼製
天井要素の連成振動の解明とともに振れ止
めブレースや水平補剛材等の鋼製天井要素
に作用する応力や変形等の応答、等価静的地
震力、作用震度等を解明する。 
 
(2)目標：応答予測の精度検証、及び検定用
地震力とその分布に関する簡易計算法の提
案 
研究方法：鋼製天井要素を含む本既存学校体
育館構造の等価静的地震力の分布とベース
シア係数について応答スペクトル法を適用
して算定するとともに時刻歴応答解析と比
較・検討して精度を検証する。本目標を実現
するために、構造要素と連成して鋼製天井要
素に作用する等価静的地震力を刺激関数や
増幅係数、加速度応答スペクトル値により推
定する計算法を提案し、時刻歴応答解析によ
り精度検証する。 
 
(3)目標：方杖ダンパーによる応答低減を確
認する。そして、水平要素を落下させないた
めの性能設計と検証法を提案し人命を保護
する安全性を保障する。 
研究方法：簡易計算法を拡充させるために天
井振れ止めの段数や屋根形状、スパン長等を
変化させて構造要素に起因する天井構成要
素の応答増幅に着目して耐震検定用地震力
やその分布を簡易に計算する方法を提案す
るとともにその妥当性も時刻歴応答解析と
比較することにより精度検証する。 
 
(4)目標：本提案法に基づき、下図に示すよ
うなガラスパネルを有する屋根・壁一体型二
層立体トラス構造を対象とし、ガラスパネル
の応答低減を実現する。 
研究方法：ヒューズ型接合部の破壊形式制御
要素や座屈拘束部材の履歴エネルギー吸収
要素を連動させた損傷低減機構を活用する。
曲面構造特有の面外振動と積雪荷重により
励起されるガラスパネルの地震応答増幅の
制御方法を提案する。次に、その応答低減効
果の検証法も示し、本制御法の実用化を確実
なものとする。さらに、(3)目標で得られる
成果と組み合わせて(4)目標を達成する。 
  
４．研究成果 
（１）トラスアーチ架構について 
本研究では、中地震を想定した上下・水平

地震動を用いて、天井を有する方杖付きトラ
スアーチ架構の弾性地震応答性状を明らか
にする。そして、アーチ梁特有の応答性状や
天井の応答の増幅等に及ぼす上下地震動や

方杖の取付け位置等の影響について分析・検
討する。また、応答スペクトル法に基づいた
等価静的地震力の算定法の精度検証とその
妥当性を検討する。 
①天井を有する方杖付きトラスアーチ架構 
 本研究では、鉄骨トラス柱と RC 柱で支持
される天井付きトラスアーチ架構を対象と
する。形状パラメータとして、半開角を 35°、
スパン L を 20m、30m、40mの 3種類、スパン
L と梁せい D の比α(＝L/D)を 20、30、40 の
3 種類、方杖の取り付け位置を 3 種類と設定
して、合計 27 種類モデルを用いる。スパン
20m の場合の使用部材を図１に示す。これは
許容応力度設計に基づき決定したものであ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 解析モデル 
 
①解析モデルと解析方法 
 ここではモデル 20-20(L＝20m、α＝20)の
方杖モデル(図 1)の場合の結果について記述
する。 
弾性地震応答解析に使用する地震波の地

表面最大加速度を表 1 に示す。本観測波位相
を有する人工地震波の作成において、5%減衰
の建築基準法告示スペクトルに各地震波を
適合させている。水平入力地震動の PGA(Peak 
Ground Acc.)の平均値は 119 cm/s2 であり、
上下入力地震動の平均値は 62 cm/s2である。 
 

表 1 人工地震波地表最大加速度 PGA (cm/s2) 
水平地震動        上下地震動 
 
 
 
 

 
 
②天井の応答性状に及ぼす方杖の取付け位
置等の影響 
弾性地震応答解析 
 本解析モデルの弾性地震応答解析を行い、
上下地震動に対して各モデルの天井の中央
部分（n7節点）における鉛直応答変位の最大
となる時刻の変位分布について以下に分析
する。 
 



方杖位置にともなう応答低減率 
方杖の取り付け位置を図 2に示す。ここで

は、天井の中央部分の鉛直応答変位低減率 rv

を次式で定義する。 
 
rv＝１-(方杖有りモデル鉛直応答変位/方杖
無しモデルの鉛直応答変位)       （1） 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 2 方杖取付位置 
 
上下地震動のみによる鉛直応答変位の応

答低減率については、L=20m の場合方杖 2、3
で方杖無しに比べて約 30%前後の応答低減が
見られたが、方杖 1 は 13%となる。方杖 1 は
方杖 2、3 より半分以下の結果であった。ま
た、方杖 2と 3の差は 5%程であることを確認
した。これはβの値によるものと考えられる。
方杖 1 のβの平均は 0.55、方杖 2、3 に対し
ては 0.82 倍、0.75 倍だった。水平地震動に
よる水平低減率と上下地震動による鉛直低
減率 rvはほとんど一致することがわかった。 

 
③等価静的地震力を用いた静的解析 
等価静的地震力の算定 
 本研究で用いる作用地震力は応答スペク
トル法に基いて等価静的地震力で算出した
ものである。本算定式は等価質量や刺激関数
が支配型と仮定して導出している。水平地震
動の場合は 1次、上下地震動の場合は 2次モ
ードのみを採用している。 
等価静的地震力及び時刻歴応答解析より

得られた加速度を用いて算出した地震力分
布を求めた。等価静的地震力は時刻歴応答解
析より得られた加速度を用いて算出した地
震力と概ね一致していることが確認できた。
さらに、水平地震動と上下地震動を別々に用
いて解析した結果より、各ケースの平均震度
はスパンに関わらず以下の結果を得た。 
水平地震動のみを受ける場合：n3 節点の水平
震度の平均は 0.28、n2 と n4 節点では 0.18
である。上下地震動のみを受ける場合：n3節
点の鉛直震度の平均は 0.34、n2と n4節点で
は 0.05である。 
等価静的地震力による天井の応答変位 
 等価静的地震力及び時刻歴応答解析によ
って得られた天井に関する水平・鉛直応答変
位（β=0.66）の比較を図 3 に示す。 
水平地震動のみを受ける場合、n8 節点にお

いてスパン 20m では 92%、30m では 86%、40m
ではで 80%である。上下地震動のみを受ける
場合、n7 節点はスパンに関わらず、精度が
97%であることを確認した。応答予測変位も
安全側に値が算定されることも確認した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 天井面に関する水平・鉛直応答変位 

 
④結論 
 水平地震動及び上下地震動を用いて天井
を有する方杖付きトラスアーチ架構の弾性
解析を行った。その地震応答性状に及ぼす上
下地震動の影響を明らかにした。本研究で得
られた知見は以下のとおりである。 
・水平及び上下地震動を受ける場合の各方向
の最大応答値は、水平と上下を同時入力して
検討しなくても、各方向の最大応答値を用い
てもよい場合もある。 
・上下地震動を受ける場合の等価静的地震力
は 2次モードで比較的精度よく求まることを
示した。 
 
（２）ヒューズ型接合部を有する部分円筒型
二層立体トラス壁構造について 

本研究では、ヒューズ型接合部を有する二
層立体トラス壁型構造を対象とする。本構造
の面内方向に地震荷重が作用した際の弾塑
性応答や動的崩壊機構について弾塑性地震
応答解析により分析、検討を行う。この分析
により、応答スペクトル法を用いた応答予測
法について脆性的な崩壊を回避するための
変形制御を可能とする限界値及び部材の設
計条件について知見を与える。 
 

①弾塑性地震応答解析 
解析モデル 

図 4 に解析モデル、表 2、表 3 に部材特性
を示す。平板形モデル(θ=0°)及び部分円筒
形(以降、曲面形と略記する)モデル(θ
=30°)を作成した。モデルのパラメータとし
て弦材と斜材のボルト断面積比 ra を設定し、
各モデル ra=0.23 から ra=0.51 について解析
を行う。 
解析部材において、ストラットは構造用鋼

材アルミニウム合金 A6061-T6、ボルトは高張
力鋼 SCM435(基準強度 640N/mm2) で、両端ピ
ン部材モデルを想定する。質点の全質量は
45.68(ton)である。壁頂部の各質点には、上
部構造として解析モデルと同程度の規模の
屋根構造を想定し、雪荷重が加わることを想
定した荷重を設定している。 
入力地震波を表 4に示す。これらの地震波

は第 2 種地盤、減衰定数 5％を目標とした建
築基準法告示スペクトルに適合させた観測
波位相人工地震波である。 
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図 4 解析モデル(曲面形) 
 

表 2 部材特性(曲面形) 
 
 
 
 
 
 

表 3 ボルト詳細 
 
 
 
 
 
 

表 4 入力地震波 
 
 
 
 
減衰マトリクスはレイリー減衰を採用し、

1次と 2次の減衰定数を 2%として解析を行っ
ており、解析モデルの x方向に作用させた幾
何非線形、部材座屈及び接合部の降伏を考慮
した Newmarkβ法を用いて数値積分を行って
いる。動的崩壊機構の分析のため PGA割増係
数λEで入力地震波の PGAを増大させ、崩壊ま
で解析を行う。解析での崩壊は部材回転角と
最初に降伏したボルトの塑性率μB の 2 点に
着目する。部材回転角が 1/100を超える変形
の発生やμB が 4 以上となる場合のいずれか
が発生した場合、動的崩壊と定義する。 
弾塑性地震応答性状及び動的崩壊機構 
図 5 に曲面形モデル(ra=0.23) のδ-λE関

係を示す。δは壁頂部の x方向の最大節点変
位を採用する。入力地震波は ElcentroNS 人
工地震波である。λE=11.2において x方向の
変形が急激に増大している。部材変形角は
1/15 程度発生しておりλE=11.2 を動的崩壊
とする。直前のλE=11.0における解析までは
ボルト降伏、ストラットの座屈および溶接部
の破断といった部材の破壊現象が数本発生
している。しかしながら、脆性的な崩壊は発
生せず比較的線形性を保ちながら変形も増
大していることが分かる。これはモデルの形
状により、部材座屈等の破壊現象が発生した
際の応力再配分による他の部材への応力の
影響が局所的であったためであると考えら
れる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5 曲面形モデル(ra=0.23)のδ-λE関係(5
波平均) 
 
図 6 に曲面形モデルのλE=11.2、λE=11.0

の解析における x方向及び z方向の変位時刻
歴図を示す。 
(a)ではλE=11.2 では x 方向に大きくドリフ
ト現象が発生していることがわかる。ストラ
ットの座屈が発生すると徐々に残留変形が
蓄積している。 
(b)においてλE=11.2 では 10～11(s)で急激
に節点が移動していることが分かる。時刻歴
の中でストラットの座屈が発生した直後に
変位が増大しているため、周辺部材の降伏に
起因するものであると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
(a) x方向        (b) z 方向 
図 6 曲面形モデルにおける変位時刻歴図 
 
②スペクトル法による安全限界λE

f の推定法
とその適用性 
仮想仕事法を用いた平板形と曲面形のト

ラス壁の有効剛性 KE、有効周期 TEを算定し、
そして、本構造の等価 1質点系モデルへの置
換を行う。有効周期を用いた損傷限界レベル
の弾性応答スペクトル値 Sdを算出する。ボル
トの降伏軸力 NBy による本構造の面内水平方
向への降伏変位δy を Sdで除すことでλE

fを
算定する。平板形モデルの 5 波平均のδ-λE

関係に基づき推定法を適用する際の目標設
計値を設定した。線形性が保たれる限界値を
目標とするλE

f/1.2、ボルト降伏発生直後を
目標値とするλE

f/1.3としている。 
λE

f/1.2 を目標値とした場合、曲面形におい
て安定した線形性が得られない可能性が考
えられる(図 7)。そこで本研究では安定した
線形性が得られるλE

f/1.3 を推定法の適用限
界値、及び目標設計値とする。 
表 5 には平板形、曲面形の ra=0.23 から

ra=0.51 までの限界値(λE
f/1.3)における推

定値の精度検証を示す。ra=0.23から ra=0.41
の推定値は、ボルト降伏後も線形性が成立す
ることにより比較的精度よく一致している。 



以上より、推定値の限界値をλE
f/1.3 とし

ra=0.3程度の設計が変形制御を目的とした二
層立体トラス壁の設計に有効であるという
知見を与えた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7 曲面形モデル(ra=0.23)のδ-λE関係(5
波平均) 

 
表 5推定値の精度検証 

 
 
 
 
 

③ 結論 
 ヒューズ型接合部を有する二層立体トラ
ス壁の地震応答性状と動的崩壊機構の分
析・検討を行った。これに基づき、スペクト
ル法による推定法について以下に示すよう
に知見を与えた。 
・ra=0.3程度の設計による本構造の変形制御
が可能であることを示した。 
・λE

f /1.3を限界値とした動的崩壊形式のコ
ントロールが可能であることを示した。 
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